
営繕関係の説明事項について

◆事後評価のマニュアルの考え方
（代替法、土地取得費等）

◆営繕事業の業務の流れと
ＰＦＩで実施したときの流れ

◆平成１３年のＰＦＩ法の改正内容と
中央合同庁舎７号館の事業紹介

平成１６年７月２２日平成１６年７月２２日

国土交通省関東地方整備局国土交通省関東地方整備局

資 料 １ － １
関 東 地 方 整 備 局

事業評価監視委員会

（平成16年度第1回）



基本的な考え方
費用対効果

◆代替法による評価（建物性能の向上）

費用対効果

旧研修所を活用（増築、改修等）して、必要な機能・面積を確
保する場合に必要な経費を効果として評価を行う。

効果として計上
増築・大改修等の費用
＋維持管理費

増築・大改修
等を実施 実施案代替案

既存施設に増築 段階的建替え

関東地方整備局事業評価監視委員会資料（平成１５年度第６回）



代替法のwithoutの考え方

◆事業を実施しない場合（without）は

既存の施設が既にあるので、これを

活用する場合が費用が最小となる。

事後評価のマニュアルの考え方（代替法）



費用対効果手法の考え方

項 目 方 法 説 明

費 　 用

○  費 用 対 効 果 分 析 は 、計 画 案 を 実 施 す る

場 合 (with  )と 、既 存 施 設 現 状 維 持 (最 低

限 の 維 持 管 理の み )(wit h o u t )と の 比 較

に よ る の が原 則 。

○  総 費 用 の 比 較 は 原 則 に よ る 。

☆  金 額 換 算で き

る も の

b 1

○  総 効 果 の 比 較 も 原 則 に よ る 。

【 例】

・  施 設 利 用 者 の 来 庁に 要 す る 時 間 の

変 化

・  駐 車 場 の 規 模 効 果 改善

・  来 庁 者 の 利 便 性 の 向上

・  エ ネ ル ギ ー 消 費 の 削減 等

☆み なし換 算 す

る も の （ 建 物 性

能 の 向 上 等）

b 2

○  総 効 果 の う ち 、施 設 の 性 能 水 準（ 室

内 環 境 、事 務 室 面 積 等 ）の 向 上 に つ

い て は 、そ の 効 果 を金 額 換 算 す る の

は 技 術 的 に 困 難

○  同 じ 性 能 水 準 を 確保す る た め の に

増 築 案 に 要 す る 費 用 を 効 果（ b2）と

見 な す

☆金 額換 算に な

じ ま な い も の

【ア ン ケ ー ト等 】

○  総 効 果 の う ち 、 景 観 改 善や 地 域 文 化 へ

の 貢 献 等 の 感覚 的 要 素 に つ い て は 、 そ

も そ も 金 額 換算 に は な じ ま な い

○  し か し 、施 設 整 備 の重 要 な 要 素 で あ り 、

積 極 的 に 評価す る

With
C 1 Wit ho u t

C 0

維 持 管 理費 (保全 ・光 熱水 費 ・修 繕 )を計 上

効　
　
　

果

b 1

B 0

b 2

Wit ho u tW i t h
B 1

＋

With

ア ンケー ト調 査 等 で 定 性 評 価

Withou tb 3

B1 B0

C0C1
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事後評価のマニュアルの考え方（代替法）



不足面積を賃貸と増築する場合の比較

◆例）台東地方合同庁舎の場合

不足している面積：３，７１４㎡

不足している駐車場：２３台

５０年の総コストでは

賃料は「不動産白書２００３」（（株）生駒データサービスシステム）台東・上野・東上野地区のデータによる
駐車場は平成１６年度近隣月極駐車場料金実勢価格より算出

増築すると

約２４億円

賃貸すると

約３１億円

したがって増築案と比較する

※その他、中小規模の民間ビルでは、バリアフリー等の行政機関として求められる機能を満たしているものが少ない

事後評価のマニュアルの考え方（代替法）



土地取得費及び土地処分益の考え方

国有地の有効利用の観点から必要以上に

贅沢又は無駄な用地を候補地にしない

当該事業にとって最適な用地の選択

土地の価値を評価し、購入したとみなす

事後評価のマニュアルの考え方（土地取得費等）

土地の処分益についても評価の対象とする



費用対効果（参考）
（土地取得費及び土地処分益を見込まない場合）

総効果（Ｂ）
（百万円）

総費用（Ｃ）
（百万円）

Ｂ／Ｃ 総効果（Ｂ’）
（百万円）

総費用（Ｃ’）
（百万円）

Ｂ’／Ｃ’

茂原地方合同庁舎 2,592 2,330 1.11 2,255 1,557 1.44

本郷税務署 5,056 2,836 1.78 1,558 1,275 1.22

台東地方合同庁舎 8,140 7,979 1.02 5,344 3,949 1.35

費用対効果
土地取得費及び土地処分益を
見込まない場合の費用対効果

（参考）

事後評価のマニュアルの考え方（土地取得費等）



各省庁国土交通省国土交通省 各省庁財務省

施設の必要性及び調達方法等の検討

跡地の売却
等処分

・国有財産
の総轄
・予算の
国会提出

・長期構想
・実態調査

設計・積算

建設工事

検査

完成

企画・計画

意見書

委任

整備内容の
調整

管理・保全

意見

営繕の実施及び予算要求

営繕計画書の作成

予算要求

予算化

計画内容の
調整

提出

意見

施設管理者国の営繕の総括

（
施
設
整
備
）

保全指導

営繕事業の業務の流れ

営繕事業の業務の流れとＰＦＩで実施したときの流れ



国土交通省国土交通省 ＰＦＩ事業者

ＰＦＩ事業

新規事業採択時評価

事業の実施・監視・検査
・財務状況 ・維持管理業務
・設計業務 ・運営業務
・建設業務

請負者等

一般施設整備

設計業務
受託企業

維持管理業務
受託企業

運営業務
受託企業

特別目的会社
（ＳＰＣ）

建設業務
受託企業

特定事業の選定・公表（ＶＦＭの算定）

実施方針の策定・公表

民間事業者の募集（入札公告）

民間事業者の選定（総合評価の実施）

事業契約締結

設計・積算

保全指導

設計事務所
等

性能規定による整備水準書作成、積算

新規事業
採択時評価

建設会社
等

建設工事

企画・計画

※国土交通省が各省庁（入居官署）と整備内容を調整、
とりまとめのうえ実施

※国土交通省が各省庁（入居官署）と事業内容を調整、とりまとめのうえ実施

完成

事業の発案

検査

ＰＦＩで実施したときの流れ
（一般施設整備とＰＦＩ事業の比較）

営繕事業の業務の流れとＰＦＩで実施したときの流れ



行政財産である土地につい
て、原則１年毎の使用許可
からＰＦＩ事業者に貸し付け
が可能となった

一定の条件の下、公共施
設と民間収益施設等との
合築が可能となった

例）

平成１３年のＰＦＩ法の改正内容

平成１３年のＰＦＩ法の改正内容と中央合同庁舎７号館の事業紹介

出典：内閣府パンフレットより一部抜粋



中央合同庁舎７号館の事業紹介１

文部科学省

会計検査院

民間ビル

民間ビル

金融庁

官庁棟

官民棟

官民一体的な広場民有地

市街地再開発事業の予定範囲

民間施設部分

部分：

都市計画見直し予定範囲

部分：

官民が融合した
庁舎整備

凡例

出典：国土交通省ＨＰより抜粋

平成１３年のＰＦＩ法の改正内容と中央合同庁舎７号館の事業紹介



出典：国土交通省ＨＰより一部抜粋

中央合同庁舎７号館の事業紹介２

平成１３年のＰＦＩ法の改正内容と中央合同庁舎７号館の事業紹介

約４万㎡

約１９万㎡




